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文部科学大臣
令和七年年頭の所感

文部科学大臣　あべ　俊子

【はじめに】
　令和七年の冒頭に当たり、謹んで御挨拶を申し上げます。

　はじめに、昨年の能登半島地震やその後の豪雨によりお亡くなりになった方々に、哀悼の意を表しますとともに、

被災された方々に対し、心よりお見舞いを申し上げます。文部科学省としても、被災者に寄り添い、学校施設

や文化財の復旧とともに、創造的復興に向けた取組と、いつ生じるかわからない災害に備えた体制づくりを全力

で支援してまいります。

　「人」。いつの時代も未来を創り、未来を守ってきたのは、ほかならぬ「人」です。文部科学省が担う教育、

科学技術・学術、スポーツ、文化芸術は、まさにその「人」を育て、「人」の夢や希望を育む営みであり、様々

な課題が山積する中にあって、その役割はこれまで以上に極めて重要です。この国の誰もが未来に向かって夢

や希望を持ち、それを実現できる社会を目指し、文部科学行政を着実に前に進めてまいります。

【教育】
　「人づくりこそ国づくり」。いつの時代も、教育は国家、社会の礎であり、発展の原動力です。「誰一人取り

残されない社会」を実現するため、あらゆる人が、どのような地域においても、最適な教育を受けることのでき

るよう、特に公教育の再生をはじめとする教育の振興や、教育投資の充実に全力を挙げてまいります。

（初等中等教育）

　公教育再生の要は教師です。教師は、子供の学びを支える高度専門職です。その一方、月当たりの時間外

在校等時間が小学校で平均四十一時間、中学校で平均五十八時間となっているなど、厳しい環境に置かれてお
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り、全ての子供たちへのよりよい教育を実現するため、教師を取り巻く環境整備を進めることが喫緊の課題です。

　そのため、教師の処遇改善については、給特法を改正し、教職調整額を令和十二年度までに確実に十パー

セントへ引き上げることとします。教職員定数については、今後、四年間で計画的に改善し、令和七年度予算

案において、小学校教科担任制や中学校生徒指導担当教師の拡充など、直近二十年間で最大となる教職員定

数五千八百二十七人の改善などに必要な予算を計上するとともに、令和八年度から中学校三十五人学級への

定数改善を行うこととしております。また、教師の平均の時間外在校等時間を今後五年間で約三割縮減し、月

三十時間程度とすることを目標として、取組を加速化してまいります。

　学校における働き方改革の更なる加速化、教師の処遇改善、学校の指導・運営体制の充実、教師の育成

支援について、文部科学行政の最重要課題として一体的に進め、公教育の再生に向け、教師を取り巻く環境

を抜本的に整備してまいります。

　一人一台端末は、個別最適な学びと協働的な学びに不可欠な公教育の必須ツールです。端末の着実な更新、

学校の通信ネットワークの改善、都道府県域での校務支援システムの共同調達の推進を含む校務Ｄ
ディーエックス

Ｘの推進、

自治体や学校への伴走支援の徹底強化や、高等学校におけるＤ
ディーエックス

Ｘ化の推進等を通じた産業を担うデジタル人材

育成の抜本的強化を図ります。その際、デジタル教科書の導入やＣＢＴシステムの充実により、児童生徒の学

びの充実を進めます。

　併せて、文理横断・探究的教育の充実、地方創生に必要な産業人材育成のための専門高校の振興、女子

中高校生の理系選択者の増加に向けた取組を推進するとともに、ＡＩの活用等により外国語教育や国際交流を

強化します。

　幼児教育の質の向上も重要です。こども家庭庁とも連携し、幼児期及び幼保小接続期の教育の質的向上を

総合的に図ります。

　こうした諸課題への対応に取り組みつつ、大局的な視点に立って検討を進めていくため、学習指導要領の改

訂や教師の養成・採用・研修の一体的改革等について昨年中央教育審議会に諮問しました。学習指導要領の

在り方については、より質の高い、深い学びを実現すると同時に、多様な子供たちを包摂する柔軟な教育課程

の在り方等について、また、教師の養成・採用・研修については、多様な専門性を有する質の高い教職員集

団の形成を加速するための方策について、幅広く検討いただくようお願いしました。

　学校は、地域において大きな役割を担っています。災害時も地域のプラットフォームとなる学校施設について、

老朽化対策の推進と教育環境の向上を図るとともに、避難所ともなる体育館への空調整備についてペースの倍

増を目指して加速するなど、防災機能の強化を図ります。併せて、仮に災害が生じた場合でも、子供たちの学

びを止めることがないよう、「被災地学び支援派遣等枠組み（D
ディー

-Ｅ
エ

Ｓ
ス

Ｔ
ト

）」の充実を図ります。

　また、地域・家庭・学校の連携・協働に向けて、全ての学校での学校運営協議会制度の導入に向けた取組

を加速するとともに、社会教育を通じた地域での学びを促進します。休日の部活動の地域連携・地域移行につ

いて、令和七年度までを改革推進期間としつつ、地域の実情に応じ、計画的に可能な限り早期の実現が図られ

るよう、文部科学省全体で取り組みます。
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（高等教育）

　高等教育機関は、未来の我が国を担う地域や産業を支える人材の育成、人類の知的資産の継承と創造の基

盤として、社会の発展や文化の創造、世界が直面する課題の解決に貢献する使命があります。デジタル技術

の急速な進展等による社会変化を踏まえつつ、この使命が果たされるよう、高等教育の質の向上を図ります。

　一方、我が国は、急速な少子化と人材不足に直面しています。国公私立問わず、高等教育全体の規模の適

正化に向け、再編なども視野に入れつつ、地域における質の高い高等教育へのアクセス確保の在り方等につい

て、中央教育審議会での議論を踏まえつつ、文部科学省として必要な対応を行ってまいります。

　デジタル・グリーン等の成長分野をけん引する高度専門人材の育成に向けた学部再編等の改革への支援や

社会人の学び直しの充実を図るとともに、質の高い留学生交流の拡大及び基盤となる大学の国際化を一体的に

推進します。また、国立大学法人運営費交付金や施設整備費補助金、私学助成など基盤的経費を十分に確保し、

各大学の機能に応じた強化に向けてメリハリある支援を行います。先端技術にも対応した高等専門学校の高度

化、国際化を図ります。大学病院は地域の医療人材の育成を担う拠点として大きな役割を担っており、厚生労

働省の地域医療構想の検討とも連携し、大学病院の改革に対する支援に取り組みます。

　国立大学については、法人化から二十年が経過し、時代が大きく転換する中で、必要な機能の強化を図るよ

う検討を進めてまいります。我が国の公教育を支える私立学校が持続的な発展を遂げられるよう、学校法人の

ガバナンス改革を進めるとともに、私立学校の振興に取り組みます。

　さらに、産業界に伴走する職業教育の重要性の高まりを踏まえた、専修学校における教育の充実を図るため、

昨年に成立した学校教育法の一部を改正する法律の施行に向け、着実に取り組んでまいります。

（誰もが学ぶことができる機会の保障）

　どのような理由があっても、子供たちが誰一人取り残されることなく、学びの機会を確保することは、私たち

一人一人の願いであり、文部科学省の大きな使命です。こども家庭庁をはじめとした関係省庁と連携し、全力

で取り組んでまいります。

　小・中・高等学校における不登校児童生徒数は約四十二万人となり、いじめ重大事態の発生件数は、前年

度比約一・四倍となるなど、増加し続けています。また、小中高生の自殺者数が高止まりしており、これらは極

めて厳しい現実です。誰一人取り残されない学びの保障に向けた不登校対策であるＣ
コ　　　コ　　　ロ

ＯＣＯＬＯプラン等に基づ

き、校内外の教育支援センターの機能強化や学びの多様化学校の設置促進、不登校児童生徒の保護者への

相談支援体制の強化、スクールカウンセラー等の配置充実のほか、自殺予防教育など、対策を強化してまいり

ます。

　特別支援教育の充実のため、インクルーシブな学校運営モデルの構築、発達障害のある子供や特別支援学

校等に約一万人在籍する医療的ケアが必要な子供に対する支援の充実などに取り組みます。子供たちが安心し

て学校で過ごせるよう、養護教諭等の業務支援体制の強化を進めます。

　日本語指導が必要な外国人児童生徒、貧困や虐待等の困難を抱える児童生徒、へき地の児童生徒等につい

ても、それぞれの教育的ニーズに応える学びの場を提供してまいります。
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　児童生徒等に対する性犯罪・性暴力は決して許されません。「生
いのち

命の安全教育」や、教育職員性暴力等防

止法等を踏まえた厳正な取組を推進します。

　夜間中学の全都道府県等での設置を促進するとともに、日本人学校等で学ぶ「グローバル人材の原石」で

もある子供たちのために、学校の安全対策と国内同等の学びの環境整備を推進します。

　いかなる経済的な状況でも、質の高い教育へのアクセスを確保できるよう、幼児教育から高等教育段階まで、

教育費負担の軽減に向けた取組を少子化対策の観点からも切れ目なく行います。特に高等教育段階においては、

子供三人以上を扶養している多子世帯の学生等について、令和七年度から、所得制限なく、授業料・入学金

を国が定めた一定額まで無償とします。また、現下の物価高騰等の状況を踏まえ、各自治体における学校給食

費等の保護者負担軽減に向けた取組を促進してまいります。

　我が国に居住する外国人が、日常生活及び社会生活を、国民とともに円滑に営むことができる環境の整備を

行うため、日本語教育機関認定制度を着実に実施するとともに、地域における日本語教育の推進を図ります。

【科学技術・イノベーション】
　科学技術・イノベーションは、「見たい、知りたい、やってみたい」という知的好奇心に立脚する、人類の夢

と希望の源泉であり、社会課題解決につながる経済成長の原動力です。一方、我が国の研究力は、相対的に

低下傾向にあり、研究力向上に向けた抜本的な取組の強化が喫緊の課題です。

　学術研究・基礎研究の充実は、科研費などの競争的研究費だけでなく、基盤的経費による支援等も通じて

行います。また、国際卓越研究大学について、東北大学が、若手研究者が独立した環境で挑戦できる機会の

拡大などの新たな取組に挑戦することを推進するため、大学ファンドによる支援開始に向けた取組を着実に進め

ます。加えて、地域中核・特色ある研究大学の抜本的強化等を通じ、我が国全体の研究大学の研究力の向上

を図ります。併せて、大学病院等における医学系研究力の強化に取り組みます。

　大学や研究機関における研究成果を確実に社会実装するため、宇宙や医療系も含めたスタートアップの創出・

育成の強化、学術論文等のオープンアクセス化の推進、産学官が連携したアントレプレナーシップ教育の充実

を通じて、イノベーション・エコシステムを強化します。

　科学技術人材の育成は重要です。優れた研究者を育成・確保し、次世代を担う若手科学技術人材の意欲と

能力を伸長するための取組を一層強化します。人材の裾野拡大と才能の更なる伸長のための取組として、意欲

と能力のある学生が博士課程を目指し、博士人材が社会の多様な場面で活躍できるよう、博士後期課程学生

への経済的支援の強化や産業界等とも連携した大学院教育改革を推進するとともに、キャリアパス整備や処遇

改善など大学や産業界等と協力した取組等を進めてまいります。

　世界最先端の研究に対し、大胆に投資してまいります。生成ＡＩの研究開発や次世代ＡＩ人材育成を抜本的に

強化するとともに、素材・材料などのマテリアル、ライフサイエンス、量子技術、フュージョンエネルギー等の

国家戦略を踏まえた重要分野の研究開発や設備支援を戦略的かつ確実に進めます。

　宇宙開発はフロンティアとしてのみならず、新たな産業創出や安全保障の観点からも重要です。有人与圧ロー

バの開発等を通じて日本人初の月面着陸を目指すアルテミス計画等の研究開発を推進するとともに、国立研究
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開発法人宇宙航空研究開発機構の「宇宙戦略基金」を通じて、民間企業・大学等による宇宙分野の先端技

術開発や技術実証、商業化を支援します。

　更に、これらの研究を支える基盤として、放射光施設Ｎ
ナ　ノ　　　テ　ラ　ス

ａｎｏＴｅｒａｓｕの機能強化、Ｓ
ス プ リ ン グ ・ エイト

Ｐｒｉｎｇ-８の高度化、スー

パーコンピュータ「富
 ふ   がく

岳」の次世代となる新たなフラッグシップシステムの開発・整備をはじめ、世界最高水準

の大型研究施設の整備・共用を進めるとともに、国際的に魅力ある拠点の整備や、先進国、ＡＳＥＡＮ等との

国際頭脳循環を進めます。また、科学技術分野における経済安全保障や総合的な国力の強化に資する取組を

関係府省と連携しながら進めます。火山調査研究推進本部における調査研究の推進や、南海トラフ海底地震

津波観測網の整備・運用など、地震・火山・防災分野の研究開発の充実を図ります。加えて、北極域研究船「み

らいⅡ
ツー

」の着実な建造、南極地域観測事業を含む海洋・極域に関する研究開発を推進します。

　二〇五〇年カーボンニュートラル実現に向け、革新的なＧ
ジー　エックス

Ｘ技術や気候変動に関する研究開発、Ｉ
イー ター

ＴＥＲ計画・

Ｂ
ビーエー

Ａ活動等の推進、高温ガス炉に係る研究開発や高速実験炉「常
じょう

陽
よう

」の運転再開を含めた原子力科学技術

に関する幅広い研究開発や人材育成に取り組みます。「もんじゅ」や「ふげん」の安全・着実かつ計画的な廃

止措置等の取組も推進します。

【スポーツ】
　スポーツは、国民一人一人の人生を豊かにします。また、それだけでなく、地域や社会を変え、未来を創り

上げる力があります。第三期スポーツ基本計画に基づく施策を着実に推進し、スポーツそのものの価値や社会

活性化等への寄与といった価値を更に高め、スポーツ立国の実現を目指します。

　今年日本で開催される世界陸上やデフリンピックをはじめとした大規模国際大会に向けた機運醸成を図るとと

もに、来年のミラノ・コルティナ二〇二六オリンピック・パラリンピック競技大会等を見据えた国際競技力の向上

に取り組みます。また、ドーピング防止活動やスポーツ団体のガバナンス、経営力の強化等を通じたスポーツ・

インテグリティの確保等を進めます。

　併せて、スポーツを通じた地域や経済の活性化、健康長寿社会・共生社会の実現、国際貢献に取り組むと

ともに、アスリートキャリア形成支援、学校体育の充実や地域における持続可能で多様な子供たちのスポーツ環

境整備、国民のスポーツ実施率向上を図ります。

【文化芸術】
　文化芸術は、人々の創造性を育み、生活を豊かにするとともに、地方創生の実現など無限の可能性を秘めて

います。第二期文化芸術推進基本計画に基づき、心豊かで活力ある社会を形成するため、文化庁の京都移転

を契機とした食文化や文化観光の推進など、文化芸術と経済の好循環を加速し、文化芸術立国の実現に努め

ます。

　文化財、それは国民共通の財産で、地域の誇りでもあります。「文化財の匠
たくみ

プロジェクト」を推進し、文化

財の修理、防火・耐震対策等による強靱化や活用を推進するとともに、日本遺産等の地域の文化資源の磨き

上げを進めます。国立劇場は、我が国の文化芸術の「顔」です。その再整備について、国が責任を持って早
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急に進めてまいります。次代を担うクリエイター等の育成について、基金を活用して複数年度にわたって支援す

るとともに、メディア芸術ナショナルセンター（仮）について保存等の機能を有する拠点整備を進めます。デジ

タル技術を活用した文化芸術の振興や「日本博２．０」、文化芸術のグローバル展開、Ｄ
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施策を進めます。文化芸術活動の基盤強化、子供たちの文化芸術体験の機会充実を進めます。

　昨年、我が国の「伝統的酒造り」がユネスコ無形文化遺産に登録されました。今後も、日本が誇る文化を、

世界文化遺産やユネスコ無形文化遺産として位置づけることができるよう、取り組んでまいります。

　解散命令の請求を行った旧統一教会への対応に関しては、関係省庁とも連携し、裁判所における審理等へ

の対応に万全を期すとともに、特定不法行為等被害者特例法の円滑な執行や被害者の救済に係る取組に最大

限努力してまいります。また、引き続き、不活動宗教法人対策を徹底してまいります。

【終わりに】
　「希望は人を成功に導く」。「見えない、聞こえない、話せない」という三重苦であったヘレン・ケラーは、

人が希望を持つことの重要性をこの言葉に込めました。文部科学省が担う行政分野は、まさに、様々な人々によっ

て支えられる社会の中で、人々が夢や希望を持ち、未来を切り拓くために極めて重要なものです。

　地方の皆様も含め、人々が夢や希望を持ち、多様な幸せを実現できるよう、政府一丸となって「地方創生２．０」

に取り組みます。文部科学大臣として、教育、科学技術・学術、スポーツ、文化芸術の力で、地域の可能性

を皆様お一人一人とともに最大限引き出してまいります。

　今後も現場に足を運び、様々な声に耳を傾けながら、未来を創り、未来を守る人を育むために必要とされる

政策を皆様と御一緒に一つ一つ実行してまいります。

　本年もどうぞよろしくお願いします。


